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近代化とともに個人化が進むにつれて離婚率は上昇するという一般的な理論に反して、

日本では明治期の近代化そして産業発展とともに離婚率が減少し、1960 年代まで離婚率は

減少を続けた。本報告は、高離婚率を保っていた徳川期後半と、離婚率が再び高くなって

いる現代という二つの社会における離婚の要因を比較することが目的である。複数のミク

ロレベルのデータを利用し、離散時間イベントヒストリー分析を適用することで、日本社

会の 2 つの異なる時期における(1)社会経済状況、(2)家族の状況、(3)個人の人口学的属性が

女性の離婚に与える影響について、その類似点と相違点を明らかにする。 

 

１ 長期的に見る離婚：近年の歴史人口学の成果によると、徳川後期から明治初期までの

日本の結婚は早婚・皆婚であったが、その結婚は長くは続かず、離死別による結婚の解消

と、それに続く再婚は頻繁に起こっていたことが明らかである。離婚率は極めて高く、地

域差も大きかった（Fuess 2004; Tsubouchi and Tsubouchi 1997）。また、東北農村では特にそ

の傾向が強かった(黒須編 2012)。しかし、明治期に入り、近代化の波に乗ろうとする日本に

おいて、離婚は「野蛮」な行為とされ、また明治民法によって、徳川期のように容易に離

婚することができなくなると、社会的態度も一変し、離婚率は激減した(Figure 1)。その後、

離婚率は 1960 年代まで産業発展とともに減少を続けた。他の先進工業国の水準まで急速に

上昇し始めたのは 1970 年代以降である。 

 

２ データと方法：近世日本については、二本松藩（現在の福島県中通り）の人別改帳を

もとに構築されたデータを、現代日本については、全国調査「戦後日本の家族の歩み」

(NFRJ-S01)を利用する。二本松藩の人別改帳は、現住地ベースで記録され、欠年や理由不明

の記録消失が少なく、世帯構成員の静態・移動情報や経済情報（持高）が含まれている。

東アジアの歴史人口学研究で利用される戸籍型の史料の中でも、その詳細度と信頼性にお

いてもっともすぐれた史料とされる(Dong et al. 2015)。 本研究では、二本松藩データの中の

２農村、下守屋村 1716～1869 年、仁井田村 1720～1870 年を利用する。２村とも家族農業

を基盤とする農村であり、下守屋村は標高千メートル級の山の麓に、仁井田村は街道沿い

にある村であるが、その人口変動のパターンは近似しており、両村を合わせて利用するこ

ととする。NFRJ-S01(National Family Research of Japan)は、NFRJ の中の特別調査で、戦後半

世紀あまりの日本家族の変化と持続を明らかにすることを目的に 2002 年に実査された。

1920-69 年生まれの女性を対象として、家族に関する出来事や経験の変遷がわかる。 

比較対象の 2 つの社会は、経済的、法的、政治的な状況、規範的な文化のレベルにおい



て、時間的に離れている。またそのデータも一地域の長期パネル調査と全国の回顧調査と

いう大きな違いがある。離婚だけでなく、そもそも結婚や、再婚に対する態度や慣習も異

なっている。しかし、それぞれの時代の先行研究によると両者の離婚に関連する共通の要

因、特に家族的背景と世代間の関係（Kurosu 2011; Kato 2010, 2013）に関しては、共通の要

因が存在する。そこで、イベントヒストリー分析モデルを２つの社会のミクロレベルのデ

ータに適用し、離婚というイベントの生起する要因を探る。地域の経済指標、世帯の状況

（夫方・妻方同居、子供の有無など）や経済的地位などを含めた共通のモデルではあるも

のの、その変数の構築はそれぞれの社会に適応したものであり、解釈には注意が必要であ

る。 

 

３ 分析： 両期間において、離婚のリスクは、婚姻の早い段階で、そして結婚の初期段

階で増加した。乳幼児の有無、および親（特に夫方）の存在、ならびに社会経済的地位の

高さは、婚姻の安定の重要な予測因子であった。一方、マクロ経済状況の悪化は、近代日

本と近代日本の両方において、離婚のリスクが高いことと関連していた。社会政治的背景

や人口動態の背景は異なり、離婚の頻度も様々だが、近代日本と現代日本の離婚に関連す

る要因は、非常に類似している。報告では、妻方か夫方同居か否か家族と人口学的行動の

つながり方の連続性と変化も明らかにし、過去と現在の同質性と異質性を議論する 。 

 

 

Figure 1. Rates of Divorce per 1,000 in Japan: 1883-2013 

 (Source: National Statistics) 
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